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3 質疑討論

予防接種法改正に向けて
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第 1回   11月 16日 (水 )

予防接種法・予防接種制度見直しのこれまでの経緯
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久住英二先生 (ナ ビタスクリニック)

第 3回   12月 6日 (火 )

諸外国の予防接種制度 とワクチン評価検討機関について一我が国の予防接種法改正に向けた提言

斎藤昭彦先生 (新潟大学教授 )

第 4回    3月 7日 (水 )

厚生労働省からの報告 と、小委員長からの提案に関する討議
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○昭和23年 :予防接種法の制定

― 痘そう'1、 ジフテリア'1、 腸チフス
★
1、 パラチフス

★
1、 百日せき・1、 結核'1 ・ヽ2、

発疹チフス、ペスト、コレラ、しょう紅熱、インフルエンザ、ワイル病の12疾
患を対象

― 接種対象者を定めた定期の予防接種と、公衆衛生上の必要性に応じて
行う臨時の予防接種

一 罰則付きの義務規定

'1:定期接種の対象 ★2:昭和26年の結核予防法の制定に伴い、予防接種法の対象から除外

しょう紅熱を対象疾病から削除 (昭和33年 )

ポリオを対象疾病に追加 (昭和36年 )

腸チフス、パラチフスを定期の予防接種の対象から除外 (昭和45年 )

痘そう、ポリオを始め感染症の流行抑制に大きく貢献
その反面、昭和40年代には予防接種事故が社会問題となる

Ｉ

一
等

↓

○制定後～昭和40年代 :対象疾病の見直しなど



○昭和51年 :健康被害救済制度の導入など

(背景 )

・ 種痘後脳炎などの副反応が社会的に大きな問題となり、予防接種による健康被
害に対する救済が求められるようになり、昭和45年に救済制度が閣議了解の形で
発足。
・ 腸チフス、パラチフス、発疹チフス等について、予防接種以外に、より有効な予
防手段が可能となってきた。

― 予防接種による健康被害について法的救済制度を創設
一 腸チフス、パラチフス、発疹チフス、ペストを対象から除外
一 風しん・1、 麻しん'2、 日本脳炎

★3を対象疾病に追加
一 必要に応じて対象疾病を政令で定められることとした
一 臨時の予防接種を、一般的なものと緊急の必要がある場合に行うも

のに区分
一 被接種者に対する義務規定を残すものの、罰則を廃止 (ただし、緊

急の場合の臨時接種を除く)

☆li定期の接種は昭和52年から +2:定
期の接種は昭和53年から '3:定期の接種は平成6年から



○平成6年 :義務接種から勧奨接種ヘ

(背景)

・ 公衆衛生や生活水準の向上により、予防接種に対する国民の考え方は、各個人の
疾病予防のために接種を行い、自らの健康の保持増進を図るという考え方へ変化。
・ 予防接種制度については、国民全体の免疫水準を維持し、これにより全国的又は
広域的な疾病の発生を予防するという面とともに、個人の健康の保持増進を図るとい
う面を重視した制度とすることが必要。
・ 一般的な臨時接種として接種していたインフルエンザについては、社会全体の流行
を抑止するデータは十分にないと判断された。     _…

(平成5年公衆衛生審議会答申)

一　

一

一　

一

義務規定を廃し、努力規定とした
痘そう、コレラ、インフルエンザ、ワイル病を対象疾病から削除し、
破傷風を対象接種疾患に追加
健康被害に係る救済制度の充実
一般的な臨時の予防接種の廃止

(参考)MMRワクチンは、平成元年4月 から使われるようになったが、おたら、くかぜゥ
イルスワクチンによる無菌性髄膜炎の発生が問題となり、同年12月 より保護者の

ヽ

1

1

:

′

希望に基づき接種する形がとられた。MMRワクチンは、平成5年4月 に中止。



○平成13年 :対象疾病に区分を創設

(背景 )

・ インフルエンザ (平成6年の改正で対象疾病から肖」除)による高齢者の肺炎の併発や死
亡が社会問題化
・ 高齢者におけるインフルエンザの発生状況などを踏まえ、インフルエンザを予防
接種の対象疾病とし、健康被害に対しても公費による救済を行うべき旨の公衆衛
生審議会答申が出された。

― 対象疾病を一類疾病と二類疾病に区分
・ ―類疾病 :感染力の強い疾病の流行阻止、又は致死率の高い疾病によ
る重大な社会的損失を防止するために予防接種を実施 (努力義務あり)

<ジフテリア、百日せき、ポリオ、麻しん、風しん、日本脳炎、破傷風>
・ 二類疾病 :個人の発病や重症化を防止し、このことによりその疾病の蔓
延を予防することを目的として予防接種を実施 (定期接種については努力
義務なし)<ィンフルエンザ(高齢者に限る)>

感染症法の改正と結核予防法の廃上に伴い、一類疾病に結核を追加
4

○平成 18年 :対象疾病に結核を追加



○平成23年 :対象疾病に新たな臨時接種を創設

(背景)

・平成21年の新型インフルエンザ(A/HlNl)の流行を踏まえ、新たな「感染力は強
いが、病原性の高くない新型インフルエンザ」が発生した場合の予防接種対応を万
全にするため、「新たな臨時接種」の創設をはじめとする予防接種制度の見直しに
ついて提言がなされた。

(平成22年厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会)

一 新たな臨時接種を創設
・努力義務は課さないが、行政が勧奨する。
・健康被害救済の給付水準の設定は、従来の臨時接種等と二類定期接種
の間の水準 (政令事項)

※併せて新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関す
る特別措置法の健康被害救済の給付水準もさかのぼって引き上げ。

一 国による新型インフルエンザワクチン確保のため、特例承認を受けた医薬
品製造販売業者と損失補償契約を可能にする。



○

○

平成23年 3月 11日

「予防接種制度の見直しについて(第一次提言)」 (平成22年 2月 19日 予防接種部会)において議論が必要と考えら
れた「予防接種法の対象となる疾病・ワクチンのあり方」について医学的・科学的観点から6回にわたり検討。
現在予防接種法の対象となつていない、ヘモフィルスインフルエンザ菌b型(Hb)による感染症、肺炎球菌による感染
症、ヒトパピローマウイルス(HPV)による感染症、水痘、流行性耳下腺炎及びB型肝炎のほか、現在予防接種法の
対象となっている百日せき及びポリオの各ワクチンについて報告書としてとりまとめたもの。

<現在予防接種法の対象となっていないヮクチン>
O Hお、小児肺炎球菌、HPV、 水痘、流行性耳下腺炎、B型肝炎に係るワクチンは、医学的・科学的観点からは、い
ずれも広く接種が促進していくことが望ましいものと考えられる。

○ ただし、今後、施策として検討する上では、医学的・科学的観点のみではなく、予防接種のメリットとリスク、制度を
支える上で必要となる財源のあり方などを含めた国民の理解や合意とともに、その円滑な導入や安定的な実施体制
の整備が前提となる。

○ また、現行の予防接種法における一類疾病、二類疾病のどちらに位置づけるべきか、また接種に対する公的関与
として努力義務等の対象とすべきかどうか等の評価についても、今後引き続き検討すべき課題。

<現在予防接種法の対象となつているワクチン>
○ 現在予防接種法の対象となっている百日せき及びポリオの各ワクチンについても実施方法の見直しが必要。

これらを踏まえ、予防接種部会において、引き続き検討が必要



(男ll組11)

個別ワクチンの主な課題・留意点
A現 在予防接種法の対象となっていないワクチン

ヘモフィルスインフルエンザ  ・標準的な接種対象年齢 (0及び1歳 )を過ぎた幼児へのワクチン接種 味 )

菌b型 (Hib)ワ クチン     ・必要な時期に適切な接種をするための混合ワクチンの開発

撃多満尋品箭

ジユゲ~トワク

 :漫
鱈品忽諷進

殿髯尋争,機3:異
31進響1苦歳児未満の幼児へのワクチン接種 

〈※)

クヽグループヘの接種の必要性等を含めた検討

卿 蔑I讐葬ツカライドワ ・酪種
臨 撃埋塾墨襲写ダ滉裸価の上昇効果なa

〈※〉
これらについては 現
在、実施している子
官頸がん等ヮクチン

接種緊急促進臨時特

'交
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状況等も踏まえ、実
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免疫原性のデータに基づいた接種方法の検討

ヒトパピローマウイルス(HP ・学習指導要領に基づく学習年齢による被接種者及びその保護者への適切かつ十分な説明 (※ )

V)ワ クチン         ・子宮頸がん検診の適正な実施

水痘ワクチン        ・他のワクチンとのスケジュールを考え、接種を受けやすい環境の整備
breakthrough水 痘 (ヮクチンを接種しても水痘を発症すること)防止等のための2回接種

おたふくかぜヮクチン    ・他のワクチンとのスケジュールを考え、接種を受けやすい環境の整備
・ワクチン接種による無菌性髄1夏 炎の発生リスクと有効性とに関する国民理解
ワクチンの種類 (単抗原ワクチン・混合ワクチン)の選定

・発症予防を確実にするための2回接種

B型肝炎ワクチン      ・接種年齢等 (孝L幼児又は思春期 )を含め、効果的・効率的な接種方法等の検討
・8型肝炎ウイルス(HBs)抗 原陽性者の同居家族、若年成人への接種の必要性等の検討
・成人に対するより効果の高いヮクチンの開発

B現在予防接種法の対象となっているワクチン

ポリオワクチン        ・DPIIPv 4種混合ワクチンの速やかな導入
・不活化ワクテンヘの切り替え時の運用 (接種スケジュール等)の検討

百日せきワクチン      ・青少年層以降の百日せき対策の検討
・DTの 2期接種に係る百日せきの抗原を含むワクチンの安全性・有効性の確認、2期追加接種の必要性の
率負言寸

・未接種の乳幼児や医療従事看への感染予防のための、両親や医療従事者などへの追加接種の研究



各疾病・ワクチンごとの医療経済効果推計 (主な概要) 暢J紙2)
O医療経済的な椎計結果は、各種の前提等によって大きく変動するものであり、複数ある評価指標の一つとして理解されるべきものであることに留意

が必要

疾病・ワクチン
※ 仮定した接種卒、技種回数など

ヒブワクチン

×接種
=94%4回

,露1と仮定

小児用肺炎球菌ワクチン
※接種キ94%4回 接 11と ●定

成人用肺炎球菌ワクチン
※接種■100%1回 悽■ 65晟 のみと仮定

HPV(子宮頸がん予防 )ワ クチン

※機種辛85%3回
"■

13歳女子と仮定

水痘ワクチン
×接種‐ 4%(1崚 )92●●(5晟 )2回嬌 iOと 仮定

おたふくかぜヮクチン
※接種■94%(1歳 )、 92%(5歳 )2回授1,と 仮定

B型 肝 炎 ワ クチ ン

※接種宰94● 60回接種と仮定

囮 ¨〕
30億 円
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ワクチンは5年間有効と仮定
(31万人減″ 100万 人)

ワクテンは生涯有効と仮定

〔5千柔最ず脇万人〕
現在の任意の予防接種費用を
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予防接種法に基づく定期の予防接種の

費用は、市町村の支弁であるが、実費を徴
収されることがある。

(ただし、低所得者を除く。低所得者の実費
減免部分は、国からの交付金で手当て)

・ 予防接種法に基づく臨時の予防接種は
全額公費による負担。

予防接種法に基づかない任意の予防接
種については、全額自己負担。

・ 予防接種にかかる費用については、民間
の医療保険は多くの場合償還対象としてい
る。

・ 上記の対象でない場合、CDCの行う
Vacche for Churen(vFC)プ ログラムに参
加している州では、一定の範囲の子供
(Medにad対象、無保険、加入している保

険がワクチンを力′ヽ一していない、先住民 )

については、AC Pが推奨する小児の定期
接種用ワクチンを無料で入手できる。
VFCは米国の小児の41%をカバー(購入

量は全体の5560%)、 予算は約1,000億円
相当(2003)

なお、vFCに参加する登録医療機関はVFC
のワクチン接種に際し接種の手技料を徴
収できるが、各州で上限額(S15程度)が定
められている。

(参照)

・http:〃www cdegov/vacanes/spec erps/pret

eenS-3dO1/hetp‐ pav htm
・http7/― w cdc 80V/Vacdnes/programダ vfc/

default htm

・ワクチン産業ビジョン (平成 19年3月 、厚生
労働省)参考資料編
http〃www cdc gov/vaccines/programs7、 イ″
prOlects/faq5‐ dOC htm″ admfees

・http//www cdc gov/vac● nes/programs/vFc/f

ee―fedreg htm

9割のワクチンが民間で購入され、
一 その9割ではワクチンの費用は公的
医療保険ltatutOry hsurance pdに に|
により支払われ、

一 民間で購入される残りの 1割のワク
チンの費用は補足的な民間医療保険
(Supplementary private insurance
pdにに,で支払われる。

・ 無保険者 (経済的困窮者、失業者等)は
社会保障制度により、ワクチンの費用が
支払われる。

・ なお、2007年の制度改正後、S¬ KOの勧

奨ワクチンは原則、各州で償還対象とす
ることとされている。

接種の手技料については、疾病金庫と
各州の保険医協会との交渉で決められ
る。

(およそ552～ 898ユーロ。)

(参 照)

・http:〃venにe dneca org/documents/germanソ
:

p pdf

・Freed CS Vaccine 25(2007)6148-6157

ｎ

υ



・ 小児の予防接種の85%が民間医 (GP、
小児科医)により、15%が公的な母子保
健クリニック(MCH)で行われているが、
一 公的なクリニックでは接種義務のある
ワクチンについては無料。
また、勧奨されているワクチンのうちい

くつかも無料。

一 民間医では、ワクチン代の65%は疾
病金庫より償還され、残りを自己負担又
は民間による補足疾病保険により支払
う。
(補足疾病保険は人口の80～ 85%をカ
バーー

)

・ なお、社会保障制度により、13歳以下の
小児へのMMR予防接種と高齢者及び特
定の慢性疾患患者へのインフルエンザ予
防接種は無料。

(参照 )

・http://venice cineca org/documents/franc

e_ip pdf

・ 各州がどのワクチン機種を無料とするか
どうか決める。ハイリスク者に限つてワク
チン接種が無料のことがある。

(参 照 )

・http:〃www phac aspc gc ca/1m/vs‐ sv/vs F

aq17-eng php

・ 定期接種にかかる費用は、すべて政府
が負担。

(参照 )

平成20年度Fi生労働科学研究費補助金報
告書 「ワクチン開発における臨床評価ガイド
ライン等の作成に関する研究」



英国におけるロタウイルスワクチンの評価

英国予防接種に関する共同委員会 (Jcv:)が 2009年に実施した評価

疾病及びワクチンの有効性・安全性

に関する評価

′

:

:

l

l

:

l

:

:

:

`ヽ

ワクチンの費用対効果
に関する評価

′
´ ~~~~~~~~― ― ― ― ― … ― ― ¨ ― ― ― ― … … ― … … … … … … … … ― ― ― ― ― ヽ

○ロタウイルスワクチンは小児のロタウイルス感染症に十分な予防効果
を示し、その安全性も十分に優れたものである。

○しかしながら、ュニバーサルな接種を行うに当たって一般に受け入れら
れている費用対効果を実現することは難しく、現在の価格における定
期接種化は見合わせることとする。

※但し、ワクチン価格が大幅に低下した場合は費用対効果が改善する可能性がある
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【参考資料】,Cv statement on rotaurusvacane 2o卜 February 20091



地方自治体におけるロタウイメレスワクチン
に係る公費助成の例

※ 報道や地方自治体のホームページ等を基に、厚生労働省健康局結核感染症課で
把握できたものをまとめたもの。

※ 1回あたりの費用は14000円 程度 (ワ クチン費用と問診料等)

つ

０

接種対象 助成内容 開始年月日

栃本県大田原市

当該自治体在住
の生後 6週 から
24週の乳児 (4週

間の間隔をあけ
て2回接種)

半額助成 平成23年 12月 16日

栃木県小山市 半額助成 平成24年4月 1日

東京都渋谷区 半額助成 平成24年4月 1日

奈 艮 県 lll鳩町 半額助成 平成24年4月 1日

愛知県名古屋市 半額助成 (個人市民税非
課税世帯等は全額)

平成24年 10月 1日



主要7カ国におけるHBVワクチン接種の現状
| :tt・′  ●

' i=.■
.■

※2・・ 混合ワクチン使用時は4回 機種となるケースあり。
※3・ …Na● onゴ Ad■sorv COmmntee on mmu面 zatbn(NACO推 奨スケジュール。実際は州ごとに異なる。
※4・ …低所得者に対してはvFC等 の公的プログラムで無料実施。
※5…保険が十分でない場合に最大35%の 自己負担あり。 ※6… 母親がHBs～陽性 (キャリア)の場合は、こちらのプログラムを優先して実施。
※7・ …医療保険の対象となっており、自己負担分について

も地方自治体による学t幼児医療費助成の対象にな
つていることが多い。

【参 考 文 献 】 Hepa輌 ●sB vacdna● On h Furope/EUVAC NETに uropean centre for“ sease Control)′  |

□【
=

実 施
接種

スケジュール 接種費用 実施
接種

スケジュール 接種費用

日本 X ○ 生後2.3.5月 無 料
※7

英国 × ○ 生後0,1.2.12月 無料

米国 ○ 生後02.18月 ※2 一部有料※4 ○※6 生後0.218月 一部有料※4

ドイッ ○ 生後2.38月 ×2
無料 ○

※ 6 生後0,1,6月 無料

フランス ○ 生後2418月 一部有料※5 ○※。 生後0,1.6月 奎L米斗

イタリア ○ 生後35.11月 ヨエ沐斗 ○※。 生後0.1.3,11月 無料

カナダ ○ 生後0.1 6月 ※3 無料 ○※。 生後016月 無料

Centers for D`ease Controtand Prevent On(uSAヽ Pubに HeaLh Agen[v of Canadaの HP I



OB型 肝炎ウイルスに感染している妊婦から生まれる子どもが、B型肝炎ウイルスに感染 (母子感
染)することがないよう、以下のような母子感染防止対策が行われている。

○ 妊娠中の妊婦に対し、血液検査を行い、母親のB型肝炎ウイルス感染の有無を調べる。
⇒ 妊婦検診の標準的な検査項目として無料で実施している市町村が多い。

O母 親がB型肝炎ウイルスに感染していた場合、出生直後に抗HBs免疫グロブリン(HBIG)〈※1)

を投与するとともに、その後、B型肝炎ワクチン等の投与を行う。

⇒雛 農響誘蔑,黒尾象隻ず輩マ塾是雀県ZtIは
地方自治悧こよる

′  k医
療 0例 >~~~~~~~―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― … … ― ― ― ¨ ― ― ― ― ¨ ― ― ― ― ¨ ― ― ― ― ― ― ‐ ― ― ― ― ― ― ヽ ヽ
、
ヽ
ヽ

1抗 H Bs免疫グロブリン(HBIC)の 投与
B型肝炎ワクチンの投与

「早

出生直後 1か月日 2か月日  3か月日 4か月日 5か月日 6か月日
l

ヽ

Ｅ
Ｕ

※l B型肝炎ウイルスの感染予防効果のある血液製剤



主要国におけるワクチンの製造販売業者希望小売価格 (未定稿 )

1型 墜
ヒブワクテン

肺炎

“

的ワクチン

(小児用 )
"i炎

球山ワクチン

く成人用 )

B型 F炎ワクチン

(05mつ
ロタウイ,レスワクテン

国 名
サーバ リックス

(GSK)

ガーダシル

(MSD)

アクトにブ(x4

(サノフィ)

ブレベナー x"
【フ価】

(フ ァイザー)

ニューモバックス

(MSD)

ビームゲン(x●

(1ヒ lmIJI)

ヘプタバックス

(MSD)

ロタリックス

(GSK)

ロタテック

(MSD)

曰木 12000円
`2000円

4500円 6800円 4004円 2481円 2400円 10000円 未定

米国 |__J,:,ッ´ 1002,ド ル 3041ド ル 100506ド ,レ 01044ド ッレ 59,ド ツレ 10657ド ′レ
'2009ド

ル

10 236PI

9003ドソレ

7638円

10356円

9575ドソレ

7612円

24Ю 円 ,990円 4924円

3154ド ,レ

一　

　

一

4,40円

24042ドツレ

3472円

8925ド ル

5,61円

9ドル 5970ドル

716円 2746円 | :911円 7006円 4751円

`|イ

う 1 攣撃|ャ ,
8650ボ ン ド 3450ボ ンド 832ボンド 805ボンド 4138ボンド 照会中

(円 換算)

フランス

(円 換算)

一　

二

10200円

11182■― ロ

12427円

1050円

r,1■ 二早

13742円
|

4110円 1000円 1144円 5239円

5'04■ ― ロ 叫
=中 '65ユ

ーロ 非公表く, 熙会中

6372円 1,OCl円

,`κ _[_F攣 ]「 ?
15,86ュー 日 8040ユ ー ロ ■ 45ユー ロ

“

43ユーロ 675ユー ロ 4509ユ ー ロ

Jtt11)|  ・ 5″円 17542円 8005円 12'3円 7040円 7501円 5.011円

く国内供給が l■l内の製造販売率 1゙の みのワクチン (主 要回へのOn出 実
=1な

し)>

水疱ワクチン          'ビ ヶン (ほ大微LI)         1   4`OO円

北■■―三夫 (北里■―二人)   1  2340円
おたら、くかぜワクテン

タケダ(武 田工品工■)      1  2 00oPl 軋    II・
・・4・・・・・・・…

フランスでは い,リ ックスは0`ヽ 翻 :の 対●で まなく さ,嗅 4■ との lヽH交 4により
`籠

をまれ ており 企 ,としてはL脩■脚 |.

||,

12

10
4

:0

16
:,

16



ワクチン価格の構成要素について(一般的なイメージ)

・製造原価
原材料費、人件費、
減価償却費〈施設・

設備費)

・研究開発費
・営業費用  等

流通経費

※医療機関は、
製造販売業者

希望小売価格
を参考に購入

委託契約価格
・ワクチン価格
・間診料 等

17

注)卸業者から直接市町村に納品されることもある。



川崎市におけるワクチンの入札について

1 ワクチン

○入札について
年に2回 (3月 、9月 )、 一般競争入札により
卸売販売業者を決定

0ワクチンの注文について
・各医療機関から毎週金曜日に川崎市 (保健福祉センター)に配

布依頼
・川崎市から卸売販売業者に注文し、翌週に各医療機関に配布

2問診斜等

※川崎市からの聞き取りにより厚生労1動省健康局結核感染症課で作成

①入札によ
るワクチン
単価契約

委託契約
(問診料等)

18



○ワクチン毎の接種費用の総額について

厚生労lul省が総務■に対する平成24年度地方交付税要求時に用いている機種単価等

分類 ワクチン名
機種単価 (税込み

総事業」1
(億円)ワクチン価格 問診料等

1類

期

ア

，

リ

て
テ

Ｔ

フ

Ｐ

ジ

Ｄ

く 百日せき 破B風 )
6.552円 2310円 3,930円 228

OPV〈 生ポリオ) 623円 274円 319円 9

R;;;:;Y誉詈[:T査骨群不活化ポリオ)
10.427円 6 000円 3 030円 88

DT(2'tl)
〈ジフテリア 破lF風 )

5 765円 2310円 3 180円 51

MR(麻 しん 風しん)(1期 、 2期 ) 9 382円 5005円 3930円 ０
‘

日本脳炎 (1期 ) 6942円 2 681円 3 930円 438

結核 〈BCC) 7 434円 3 150円 3 930円 80

2類 インフルエンザ 4,422円 1 031円 3 180円 770

1 876

子官頸がん等ワクテン接祗緊急促進■業における接挫単価等 (平成24年度分)

ワクチン名
贅11単 価 (Ijl込 み )

|     

ワ ク テ ン価格
     1         

間診料キ
総事業了1
(億円)

3ワクチン

子官頸力くん予防 15 039円 12 000円 3 180円 277

ヒブ 8 852円 4 500円 3 930円 389

小児用肺炎球 lrl ● 267円 0 800円 3 930円 496

1 162

ｎ
υ



地方単独事業に関する調査結果について

平成23年 11月 17日
総 務 省

ｎ
υ

Ｏ
こ



平成23年 11月 10日 (木 )

総務省報道発表 地方単独事業に関する調査結果

1.趣旨

社会保障・税一体改革成案 (平成23年6月 30日 政府・与党社会保障改革検討本部決定)に記載された「社会保障給付の
全体像及び費用推計の総合的な整理」の基礎資料とするため、平成22年度決算における社会保障関係の地方単独事業※
を調査。
※ 地方単独事業 :国庫からの補助を受けずに地方公共団体が単独で実施する事業。本調査では、平成22年度決算統計の民生費(災害救助費

を除く。)、 衛生費 (清掃費を除く。)、 労働費、教育費のうち、地方公共団体から、「総合福祉」、「医療」、「介護・高齢者福祉」、
「子ども・子育て」、「障害者福祉」、「就労促進J、「貧困・格差対策」に該当するものとして報告があった金額を集計。

2調 査対象団体

・全都道府県
・被災市町村を除く全市町村・特別区
※ 被災市町村は被災3県の特定被災地方公共団体 (95市 町村 )

※ 被災市町村分は、人口比 (3810/0)を用いて機械的に算出

3.膨樗 嘆

・乳幼児医療費助成 (義務教育就学後分)、 敬老祝金等敬老事業、職員分の子ども手当、本庁人件費、投資的経費、
貸付金・積立金、公害関係、環境衛生関係、災害救助関係

・厚生労働省が集計・公表している「社会保障給付費」(平成22年度予算)に計上されている事業
4調 査結果

6り岬甲納調湖J約

<社会保障・税一体改革成案抜粋 >
Ⅱ 社会保障費用の推計
2社 会保障給付にかかる公費 (国・地方)全体の推計

○ 社会保障給付にかかる現行の費用推計については、そのベースとなる統計が基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の
把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用権計を総合的に整理する。

※ 本調査結果を基礎資料とし、今後、成案を踏まえ、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理することとなる。

り
‘



地方単独事業 (平成 22年度決算)調査結果

(単位 :億円)

項  目 福 十 石 1ロ
し ′」 -1ニ

都道府県 市区町村

¬ 総合福祉 2,可 42 499 1,643
2医療 26,978 7,513 19,465
3介護・高齢者福祉 7,088 956 6, 1 32

4子ども・子育て 17,200 3,383 13,817
5障害者福祉 5,833 2,556 3,277
6就 労促進 588 341 247
7貧困・格差対策 2,381 237 2,144

合  計 62,210 ¬5,485 46,725

注1 金額は一般財源ベースである。

注2調 査対象団体は、金都道府県及び被災三県の特定被災地方公共団体 (95市町村)を除く全市町村・特別区である。

注3調 査対象外団体分 (95市町村分)は、人口比 (381%)に応じて機械的に算出し、計上している。
注47し幼児医療費助成 (義務教育就学後分 )、 敬老祝金等敬老事業、職員分の子ども手当、本庁人件費、投資的経費、貸付金 積立金、公害関

係、環境衛生関係、災害救助関係、厚生労働省が集計・公表している「社会保障給付費」(平成22年度予算)に計上されている事業は除外。
注6本 調査結果は、平成22年度決算統計の民生費 (災害救助費を除く。)、 衛生費 (清掃費を除く。)、 労働費、教育費のうち、地方公共団体から、上記の項目に該当するものとして報告があった金額を、総務省において集計したものである。
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地 方 単 独 事 業 (平 成 22年 度 決 算)
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平成 24年度以降の子どものための手当等の取扱いについて

1 平成 24年度以降の子どものための手当制度にF・iしては、以下の方針に沿つて、
所要額を平成 24年度予算に計上するとともに、平成二十三年度における子ども手
当の支給等に関する特別措置法 (以下 「特別措置法」という。)附則第 2条第 1項
の規定を踏まえ、児童手当法を改正する所要の法律案を次期通常国会に提出する。
(1)3歳未満の子ども一人につき月額 15,000円 を、 3歳以上小学校修了までの

子ども (第 1子 第 2子)一人につき月額 10,000円 を、 3歳以上小学校修了ま
での子ども (第 3子以降)一人につき月額 15,000円 を、小学校修了後中学校1'

了までの子 ども一人につき月額 10,000円 を支給する。年少扶養控除廃上に伴 う
手取 り額の減少に対応するため、所イ号制限以上の者については、中学校修了ま
での子ども一人につき、5,000円 を支給する。
(2)所得制限は 960万円 (夫婦、子ども 2人)を基iFと し、これまでの児童手当
制度 と同Ifに扶養親族故等に応 じた加減等を行い、被用者 非被用者の水準は
同一とする。また、所得市」限は、平成 24年 6月 分から適用する。
(3)所 得制限額十満の i々用者に対する 3歳未 i高 の子どもに係る手当の費用の 15

分の 7を事業主が負担 し、その他の子どもに43~る 手当の費用を国と地方が 2対
1の割合で負担する仕組みとする。なお、都道府県と市田r村の負担割合は、 1

対 1と する。

(4)公吉員については、所蜃庁から支給する。
(5)特別措置法で設けられた、保古料の手当からの直接微収、学校半含食費等の本
人同意による手当からの納付、子どもの国内居住要件、施設入所子 どもの施設
の設置者への支給等については、同様の仕組みを設ける。

2 平成 22年度税市1改正による所得税・住民税の年少扶養控除の廃止及び特定扶養
控除の縮減 ((1)及び (3)において「年少扶養控除の廃止等」とい う。)による
地方財政の増収分については、平成 21年 12月 23日 付け4大臣合意における「最
終的には子ども手当の財源として活用することが、FT4民 に負担増をお願いする趣旨
に合致する。また、児童手当の地方負担分についても、国、地方の負担調整を図る
必要がある。」との趣旨及び平成 22年 12月 20日 付け5大臣合意において「子ども
手当及びこれに関連する現物サービスに係る国と地方の役割分担及び経費負担の
あり方」を幅広 く検討するとされている趣旨を踏まえ、 1(3)に 掲げる費用負
担による子どものための手当の負担 として充てる (24年度 :1,087億 円)こ とに加
え、次のとお り国と地方の負担調整等を行 う。
(1)平成 24年度の取扱い

①平成 22年度の子ども手当の泊J設に伴 う負担の増大に対応する地方特例交付
金 (所要額 :1,353億 円)について、子ども手当から子どものための手当ヘ

の制度改正に伴い、整理する。

②平成 24年度税制改正における環境性能に優れた自動車の取得に係る自動車
取得税の減免措置の継続に伴い必要 となる市町村の自動車取得税交付金の

減収の一部を補填するための地方特例交付金 (所要額 :500億円)の措置を
国費から地方財政の増収分に振り替える。

Ｏ
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③地方の自由度の拡大に併せ、以下の国庫補助負担金の―般財源化等を実施す
る。(1,841億 円)

・子育て支援交付金 (次世代育成支援対策推進事業の一部、地方独自の子育
て支援推IE事業及び子育て支援環F■整備事業に限る。)(93億円)

・地域子育て創生事業 (地方独自の事業への補助。平成 24年度からは、地
方財政の増収分で対応する,)(124億 円)

・子ども手当事務取扱交付金 (98億円)

・国民健康保険都道府県調整交付金 (1,526億 円)

これらの措置による地方の事業の内容については、地方の裁量を尊重する
ため、国は、法令上の基準を新たに設けないこととする。

④ 平成 24年度における暫定的対応 として、年少扶:ミ控除の廃止等による地方
財政の増収分の一部を特定疾患治療研究事業の地方の超過負担の財源とし
て活用する。 (269億円)

(2)特定疾患治療研究事業に係るlL方の超過負担については、その lt消 に平成 24

年度予算から取 り組み、早期の解消を目指す。
(3)平成 25年度以降の取扱い

年少扶養控除の廃止等による地方増収であることに艦み、平成 25年度に平
年度化する地方財政の追カロ増収分及び2(1)Cの 暫定対応分は、平成 24年
度増収分に係る対応に代えて、1基金設置による国庫補助事業の財源に代わる恒
久的な財源として、子育て分野の現物サービスに活用することとし、その具体
的内容は今後検討する。

(4)子 ども・子育て,Fシステムについては、「社会保障・税一体改革成案J(平成
23年 6月 30日 政府・与党社会保障改革本部決定)において、税市1抜本改革以
外の員オ源を含めて 1兆円超程度の措置を今後検討するとされてお り、財源確保
のために最大限努力を行 う。

3 国民健康保嚇 1度 にF●iし て、以下の措置を講ずることとし、国民健康保険法を改
正する所要の法律案を次期通常国会に提出する。また、「社会保障・税一 l■改革成
葉Jに盛 り込まれている市町村国保の財政基盤の強化については、低所得者の保険
料軽減の拡充及び保険者支援の拡充に充てることとし、そのための必要財源 (～
2,200億円程度)については、社会保障・税一体改革成案を具体化する中で、措置
する。なお、高額医療費共同事業の国庫負担のあり方については、社会保障・税―
体改革による財政基盤の強化の状況を略まえ、検討する。
(1)平成 22年度から平成 25年度までの暫定措置である国保財政基盤強化策 (保

険者支援制度及び都道府県単位の共同事業 (高額医療費共同事業及び保険財政
共同安定化事業))を恒久化する (平成 27年度 )。 また、恒久化までの間、暫
定措置を 1年間 (平成 26年度まで)延長する。なお、財政安定化支援事業に
ついては、社会保障・税一体改革による財政基盤の強化及び財政運営の都道府
県単位化を踏まえ、所要の見直しを行 う。

(2)都道府県単位の共同事業について、事業対象を全ての医療費に拡大する (平

成 27年度 )。 なお、共同事業の拠出割合は、現在と同じ、医療費実績割 50、 被
保険者1150と するが、都道府県が市町村の意見を聴いて変更可能とする。

卜
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(3)財政運営の都道府県単位化を円滑に進める等のため、都道府県調整交付金を
給付費等の 7%から9%に引き上げる。これに伴い、国の定率負担は給付費等
の 32%と する (平成 24年度 )。

4 「平成 24年度予算の概算要求組替え基準について」 (平成 23年 9月 20日 閣議決
定)のルールを踏まえ、厚生労働省の年金・医療等に係る経費の高齢化等に伴 う自
然増については、2 に掲げる平成 24年度分の地方財政の増収分に係る措置を前
提に、追カロ要求をできることとする。

平成 23年 12月 20日

内 閣 官 房 長 官

総 務 大 臣

財 務 大 臣

厚 生 労 llll大 臣

大臣折衝の結果、上記のとお り合意したことを確認する。

民主党政策調査会長
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地方増収分 (使途未定分)の取扱いについて

1 平成 24年度における取扱い

① 現金給付の地方負担 1.0871意 円
国 :地方=2:1(恒 久化)

※所得制限超世帯への措置は月額 5,000円 を前提

② 子ども手当特例交付金 1.353億円
平成 22年度の子ども手当の創設に伴う負担の増大に対応する

地方特例交付金について、子ども手当から子どものための手当ヘ
の制度改正に伴い整理する。

③ 減収補填特例交付金 500億 円
平成 24年度税制改正に伴い必要となる市町村の自動車取得税

交付金の減収の一部を補てんするための地方特例交付金の措置
を国費から地方の増収分に振り替える。

④ 地方の自由度の拡大にあわせた一般財源化等 1,841ィ意円

・子育て支援交付金 (地方独自の子育て支援推進事業等)(93億円)

・地域子育て創生事業 (124億円)

・子ども手当事務取扱交付金 (98億 円)

・国民健康保険都道府県調整交付金 (1,526億円)

都道府県の調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の拡
大の円滑な推進等のため、国定率負担から都道府県調整交付金ヘ

移す (給付費等の 20/0分 )。

⑤ 平成 24年度における暫定的対応として、特定疾患治療研究事業
の地方の超過負担の財源として活用 269億円

2 特定疾患治療研究事業に係る地方の超過負担については、その解消
に平成 24年度予算から取 り組み、早期の解消を目指す。

3 平成 25年度以降の対応

年少扶養控除の廃止等による地方増収であることに鑑み、平成 25
年度に平年度化する地方増収 (追加増収分 :675億円)及びl ⑤の
暫定対応分は、平成 24年度増収分に係る対応に代えて、基金設置に
よる国庫補助事業の財源に代わる恒久的な財源として、子育て分野の
現物サービスに活用することとし、その具体的内容は今後検討する。

∞




